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３．事業の実施状況 

 
平成26年度宮崎県計画に規定した事業について、平成28年度計画終了時における事業の実

施状況を記載。 

 

 

 

事業の区分 ３．医療従事者の確保に係る事業 

事業名 【NO.17】 
産科医等確保支援事業 

【総事業費】 
44,216 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 
 

事業の期間 平成 26 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 補助分娩施設数 20 施設 

事業の達成

状況 
平成 26 年度 補助分娩施設数 20 施設 
平成 27 年度 補助分娩施設数 20 施設 
平成 28 年度 補助分娩施設数 21 施設 

事業の有効

性と効率性 
 

（１）事業の有効性 
 宮崎県内に所在する分娩施設に対し、分娩手当を支援したことに

より、処遇改善を通じて産科医等の確保活動が促進したと考える。 
（２）事業の効率性 
   県内分娩施設に対して定期的に情報提供を実施したことにより、

本事業への理解を深めることができ、事業の有効性を効率的に高め

ることができたと考える。 
その他 平成 26 年度事業費 15,870 千円 

平成 27 年度事業費 14,245 千円 
平成 28 年度事業費 14,101 千円 
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に係る事業 
 

事業名 【NO.21】 
 看護師等教育環境整備事業 

【総事業費】 
44,728 千円 

事業の対象

となる区域 
県全体 
 

事業の期間 平成 26 年 4 月 1 日～平成 29 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

事業の目標 看護師等教育環境整備を行う看護師養成所数 １０か所 

事業の達成

状況 
平成 26 年度 
看護師等教育環境整備を行う看護師養成所数  ９か所 

平成 27 年度 
看護師等教育環境整備を行う看護師養成所数  ９か所 

平成 28 年度 
看護師等教育環境整備を行う看護師養成所数  ９か所 

事業の有効

性・効率性 
 

（１）事業の有効性 
看護師等養成所の教育環境整備に必要な経費について支援するこ

とにより、教育環境の強化及び教育内容の向上を図ることができ、

より質の高い看護師等の確保に繫がった。 
（２）事業の効率性 
   県内に従事する看護師等の安定した確保するため、県内就職率に

応じた補助基準額を定めており、県内就職率の高い養成所を対象に

補助を行うことにより、効率的な執行ができた。 
 

その他 平成 26 年度事業費 16,510 千円 
平成 27 年度事業費 16,133 千円 
平成 28 年度事業費 12,085 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 


